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都区財政調整協議会幹事会のまとめ（案） 

Ⅰ 令和４年度当初フレームにおける協議課題の整理 

 １．新規算定                   １０項目 

○【単位費用】【態容補正】国民健康保険事業助成費（子どもに係る国民健康

保険料の均等割額の減額措置） 

○住宅宿泊事業経費 

○建築行政費（防火設備定期検査報告に係る予備審査等業務委託） 

○【投資・態容補正】防災生活道路整備・不燃化促進事業（まちづくり） 

○【小・中学校費】学校運営費（学校給食牛乳紙パックリサイクル回収事業

費） 

○【小・中学校費】学校運営費（教育用コンピュータ運用保守経費） 

○【小・中学校費】学校運営費（授業目的公衆送信補償金） 

○【小・中学校費】学校運営費（学校諸室冷房設備整備経費） 

○【小・中学校費】学校運営費（学校図書館システム運営費） 

○【中学校費】学校職員費（部活動指導員報酬） 

 ２．算定改善等                  １６項目 

＜算定充実＞  ７項目 

○住民基本台帳ネットワークシステム運営費 

○会計管理費（預金利子） 

○生活困窮者自立支援事業費(被保護者就労準備支援事業等） 

○私立保育所施設型給付費等 

○【態容補正】私立認定こども園施設型給付費等 

○母子保健指導費（両親学級） 

○私立幼稚園施設型給付費 

＜事業費の見直し＞  ３項目 

○女性福祉資金貸付金 

○老人クラブ助成事業費 

○保育室運営費等事業費 

＜算定方法の改善等＞  ６項目 

○企画調査費 

○住居表示管理費 

○【経常・投資】放課後児童クラブ事業費 

○【投資】清掃工場その他施設 

○【小・中学校費】学校運営費（防犯ブザー） 

○35 人学級への対応 
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 ３．その他                     ３項目 

＜財源を踏まえた対応＞ 

○義務教育施設の新築・増築等に係る元利償還金相当額の前倒し算定 

○都市計画交付金に係る地方債収入相当額の前倒し算定 

○公共施設改築工事費の臨時的算定 

 

 

Ⅱ 令和３年度再調整について 

 再調整について                ３項目 

 ○商工振興費（中小企業関連資金融資あっせん事業（緊急対策分）） 

○都市計画交付金に係る地方債収入相当額の前倒し算定 

○首都直下地震等に対する防災・減災対策 
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Ⅰ 令和４年度当初フレームにおける協議課題の整理 

＜基準財政需要額の算定＞ 

１．新規算定項目（１０項目） 

○【単位費用】【態容補正】国民健康保険事業助成費（子どもに係る国民健康保

険料の均等割額の減額措置） 

子育て世帯の負担軽減の観点から、未就学児に係る均等割保険料の 5 割を

軽減する経費について、新規算定する。 

○住宅宿泊事業経費 

住宅宿泊事業の届出受理等に係る経費について、新規算定する。 

○建築行政費（防火設備定期検査報告に係る予備審査等業務委託） 

  特定建築物の防火設備定期検査報告に係る予備審査等に要する経費につい

て、新規算定する。 

○【投資・態容補正】防災生活道路整備・不燃化促進事業（まちづくり） 

都の防災都市づくり推進計画の改定に伴い、新たに令和 3～12 年度の時限

で「東京都防災密集地域総合整備事業補助金」の対象とされた「防災生活

道路整備・不燃化促進事業」について、態容補正により新規算定する。 

○【小・中学校費】学校運営費（学校給食牛乳紙パックリサイクル回収事業費） 

学校給食の牛乳紙パックリサイクル回収運搬経費について、新規算定する。 

○【小・中学校費】学校運営費（教育用コンピュータ運用保守経費） 

  児童・生徒一人一台のＰＣ導入に伴う、運用保守経費について、新規算定

する。 

○【小・中学校費】学校運営費（授業目的公衆送信補償金） 

教育現場において、教材等の著作物を公衆送信（インターネット送信等）

して利用するため、権利者団体に支払う補償金について、新規算定する。 

○【小・中学校費】学校運営費（学校諸室冷房設備整備経費） 

小・中学校の特別教室及び給食室に冷房設備を整備する経費について、新

規算定する。 

○【小・中学校費】学校運営費（学校図書館システム運営費） 

学校図書館システムに係る経費について、新規算定する。 

○【中学校費】学校職員費（部活動指導員報酬） 

部活動の顧問として技術的な指導を行う部活動指導員に係る経費について、

新規算定する。 

 

２．算定改善等 

  ① 算定充実（７項目） 

○住民基本台帳ネットワークシステム運営費 

  住民基本台帳ネットワークシステムの運営に要する経費について、算定を

充実する。 

○会計管理費（預金利子） 

  歳計現金等の運用による預金利子収入について、算定を充実する。 

○生活困窮者自立支援事業費(被保護者就労準備支援事業等） 

被保護者健康管理支援事業に係る経費について、新規算定する。 
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あわせて、被保護者就労準備支援事業に係る経費について、国庫補助事業

の実施状況を踏まえ、算定を充実する。 

○私立保育所施設型給付費等 

  子ども・子育て支援新制度における公定価格の見直しに伴い、施設型給付

費の算定を充実する。 

○【態容補正】私立認定こども園施設型給付費等 

  子ども・子育て支援新制度における公定価格の見直しに伴い、施設型給付

費の算定を充実する。 

○母子保健指導費（両親学級） 

  母子保健指導における母親学級について、両親学級の実施状況を踏まえ、

算定を充実する。 

○私立幼稚園施設型給付費 

  子ども・子育て支援新制度における公定価格の見直しに伴い、施設型給付

費の算定を充実する。 

 

② 事業費の見直し（３項目） 

○女性福祉資金貸付金 

  配偶者のいない女子等に対して、経済的自立の助成と生活意欲の助長を図

るために行う貸付に係る経費について、算定を縮減する。 

○老人クラブ助成事業費 

  老人社会奉仕団活動育成事業費の算定を廃止するとともに、老人クラブ助

成事業に係る経費を見直す。 

○保育室運営費等事業費 

  小規模な認可外保育施設である保育室の運営費補助に係る経費について、

算定を廃止する。 

 

③ 算定方法の改善等（６項目） 

○企画調査費 

  企画立案に資する調査、計画に係る経費について、算定を改善する。 

○住居表示管理費 

  住居表示の事務に係る経費について、算定を改善する。 

○【経常・投資】放課後児童クラブ事業費 

  放課後児童クラブ事業費について、利用児童数増による経費の増加等を踏

まえ、算定を見直す。 

○【投資】清掃工場その他施設 

  清掃工場の改築経費等について、東京二十三区清掃一部事務組合の一般廃

棄物処理基本計画の改定を踏まえ、算定を改善する。 

○【小・中学校費】学校運営費（防犯ブザー） 

  児童生徒に配布している防犯ブザーに係る経費について、算定を見直す。 

○35 人学級への対応 

  「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律の一

部を改正する法律」の施行に伴い、標準行政規模の小学校費等における児
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童数を見直し、算定を改善する。 

 

３．その他（３項目） 

○義務教育施設の新築・増築等に係る元利償還金相当額の前倒し算定 

  令和 4 年度に算定対象となる「義務教育施設の新築・増築等に係る元利償

還金相当額」について、令和 4 年度償還予定額に追加して未償還元金を前

倒しで算定し、後年度負担の軽減を図る。 

○都市計画交付金に係る地方債収入相当額の前倒し算定 

令和 2 年度の都市計画交付金に係る地方債収入相当額のうち、令和 5 年度

の算定額について前倒しで算定を行い、後年度負担の軽減を図る。 

○公共施設改築工事費の臨時的算定 

  令和 4年度に限り、公共施設改築工事費を臨時的に追加算定する。 

 

Ⅱ 令和３年度再調整について（内容） 

○商工振興費（中小企業関連資金融資あっせん事業（緊急対策分）） 

新型コロナウイルス感染症対策に係る中小企業関連資金融資あっせん事業

（緊急対策分）の令和 3 年度貸付分について、当年度における利子補給及

び信用保証料補助に係る経費を算定するとともに、令和 4 年度以降全ての

利子補給分を前倒しで算定する。 

○都市計画交付金に係る地方債収入相当額の前倒し算定 

令和元年度の都市計画交付金に係る地方債収入相当額のうち、令和 5 年度

の算定額について前倒しで算定を行い、後年度負担の軽減を図る。 

○首都直下地震等に対する防災・減災対策 

      首都直下地震等に対する防災・減災対策として、「避難行動要支援者個別計

画策定に係る経費（令和 3年度から令和 7年度まで）」、「耐震診断支援等事

業に係る経費（令和 3年度から令和 7年度まで）」及び「災害時の避難所等

となる公共施設の改築需要に係る経費」を算定する。 

 


